
 

第７章 今後の展開 

７．１ ICT を活用した「スマート田んぼダム」 

近年、ICTを活用した水管理労力の低減等を目的として、自動給水栓や自動排水栓を導

入した水管理が行われています。 

「スマート田んぼダム」とは、「田んぼダム」の取組を、営農目的で導入された自動給

水栓、自動排水栓を活用して行う取組です。遠隔操作により、降雨前の事前排水、降雨中

の貯留・流出抑制、降雨後の排水を行うことで雨水貯留能力を向上させるとともに、地域

一体となった一斉操作により、「田んぼダム」の安全かつ確実な実施を図る取組です。（図 

７-１） 

「スマート田んぼダム」のために自動給水栓・排水栓を設置する場合は、「田んぼダム」

が長期的な取組であるという観点で費用対効果の課題が残ります。 

労働力不足や営農の規模拡大に対する水管理労力の削減のために自動給水栓・排水栓を

設置することで費用対効果が発現することを確認したうえで、「スマート田んぼダム」の

取組を地域で検討してください。 

 

図 ７-１ 「スマート田んぼダム」の実施イメージ 

  

111



 

写真 ７-１ 写真 ７-２に自動給水栓・排水栓の設置例と管理画面のイメージを示しま

す。ICTを活用した自動給水栓・排水栓を導入することにより、以下のことが可能となり

ます。 

・ 遠隔操作で安全に水位を確認、管理することができる。 

・ 事前に貯留や排水の手順を設定しておき、操作者がモードを変更すると、設定したと

おりの操作が行われるなど、操作の自動化を行うことができる。 

・ 田面水位を記録することができることから、「田んぼダム」の活動に伴う水位の変化や

貯留量の見える化ができる。 

  

写真 ７-１ 左 自動給水栓設置例  右 自動排水栓設置例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 ７-２ 管理画面のイメージ 
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また、「スマート田んぼダム」の取組を検討するに当たっては、以下のような点に留意

することが重要です。 

① 自動給水栓・排水栓の導入は営農への効果の観点から検討 

農業水利を取り巻く情勢の変化を踏まえ、水管理の省力化による生産コスト削減を目指

し、用水路のパイプライン化や ICT水管理の導入など、農業水利システムの転換が進めら

れています。 

自動給水栓・排水栓の導入が進む地域もあり、営農目的で導入された自動給水栓・排水

栓を活用することで「スマート田んぼダム」を活用することが可能です。 

ただし、「スマート田んぼダム」のために自動給水栓・排水栓を設置する場合は、「田ん

ぼダム」が長期的な取組であるという観点で費用対効果の課題が残ります。 

② 行政機関を中心に操作のタイミングや手法を事前に調整 

「スマート田んぼダム」は、降雨予測や降雨状況等の情報に基づき、事前排水、貯留、

排水を行う判断をし、遠隔で自動給水栓・排水栓を操作する取組であり、適切なタイミン

グで操作がされなければ効果は発揮されません。 

一斉に排水すると下流の水位に影響を与える恐れがあることから、関係する行政機関を

中心として、事前排水、貯留、貯留後の排水といった操作について、降雨予測、降雨状況、

排水路や河川の水位等がどのような状況になったら操作を行うのかといった操作の条件

（タイミング）や操作の手法を事前に調整することが重要です。この際、排水先の河川部

局やダム・ため池・用排水路で事前に水位を下げる取組を行っている管理者との連携も必

要です。 

大雨が予想される度に判断や操作を行うことは、行政機関や操作を行う者の負担になる

と考えられることから、降雨予測、降雨状況、排水路や河川の水位等が関係者間で事前に

調整した条件に達した場合に、自動的に操作が行われるような体制と仕組みを構築するこ

とも有効であると考えられます。 

実証事業で作成した「スマート田んぼダム」 機器操作等実施要領（案）を参考資料４

に示しますので、参考にしてください。 

③ 作物の生産に影響のない範囲で実施する取組 

「スマート田んぼダム」も「田んぼダム」と同様に、作物の生産に影響を与えない範囲

で、農業者の協力を得て実施する取組です。 

大豆や小麦などの湛水の影響を強く受ける作物を作付けする水田では行えません。 

また、地域の水需要、農作業、作物の生育等の状況を踏まえて、操作のタイミングや手

法について農業者と事前に調整し、作物の生産に影響を与えない範囲で操作を実施するこ

とが重要です。 
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(１) 事前排水を行うことでより大きな効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、「田んぼダム」の流出量調整器具の代わりに、自動排水

栓により、貯留時は排水枡の堰板を上昇させ、排水時は排水枡の堰板を下降させること

で、「田んぼダム」と同様に水田の雨水を一時的に貯留する機能を向上させます。 

降雨前に事前に排水することで、より大きな効果を発揮することができます。堰板を

下降させ事前排水を行った後に、堰板を上昇させ貯留している期間は流出がなく、降雨

後に堰板を下降させて排水することで、ピーク流出量を抑制する効果が確認されました。 

(２) 様々な規模の降雨に対して効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、様々な規模の降雨に対応でき、特に小規模から中規模の

降雨で高い効果を発揮します。シミュレーション結果（図 ７-２）では、10年に 1回の

確率で発生する規模の降雨（総雨量 168.3mm）ですべての雨水を貯留、50年に 1回の場

合（総雨量 242.4mm）でピーク流出量を 90％抑制しました。これは通常の「田んぼダム」

機能分離型の 85％を上回りますが、100年に 1回の場合（総雨量 277.1mm）では抑制率

が 78％に留まり、機能分離型の 86％を下回りました。これは「スマート田んぼダム」

が事前排水で容量を確保するものの、貯留を開始してからは全く排水することなく貯留

するため、空き容量を使いきると、通常の排水と同じ状況になるためと考えられます 

 

図 ７-２ 水田からの流出量抑制効果（実証事業 シミュレーション結果） 

確率降雨：気象庁栃木観測所の観測値を基に算出 

ほ場条件：畦畔高 30cm, 水位調整板の堰幅 22cm, 流出口径φ110 

機能分離型の流量調整器具：流量調整板に口径φ40 の流出孔 

貯留前の初期水深：0cm 

自動排水栓の堰高（貯留可能高）：15cm （吹上東部地区の設定値） 

（令和３年度実証事業） 
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(３) 貯留のみでも効果を発揮 

「スマート田んぼダム」は、事前排水を行うことでより大きな効果を発揮することが

できますが、農業用水の需給が厳しい地域や施肥等を行った直後など、事前排水を行う

ことによって、作物の生産に影響を及ぼすことも考えられます。したがって、農業者や

営農関係機関と事前排水が可能な時期について調整を行うことが重要です。 

また、事前排水を行わない場合であっても、自動排水栓により排水枡の堰板を上昇さ

せる貯留操作を行うことで、事前排水を行う場合よりも効果は小さくなりますが、規模

の小さい降雨から大きい降雨まで様々な規模の降雨に対して効果を発揮することがで

きます。 

令和３年度の実証事業で行ったシミュレーションの結果を図 ７-３に示します。 

10 年に 1 回の確率で発生する規模の降雨（最大時間雨量 57.1mm、総雨量 168.3mm）

では、ピーク流出量の 95％を抑制する効果が発揮されています。 

50 年に１回の場合（最大時間雨量 71.6mm、総雨量 242.4mm）では、ピーク流出量を

67％抑制しており、100年に 1回の場合（最大時間雨量 77.5mm、総雨量 277.1mm）では、

ピーク流出量の 52％を抑制と、事前排水を行う場合よりも効果は小さくなりますが、

大きな降雨でも効果が発揮されるという結果となりました。 

 
図 ７-３ 水田からの流出量抑制効果（実証事業 シミュレーション結果） 

自動排水栓の堰高（貯留可能高）：15cm（吹上東部地区での設定値）  
「スマート田んぼダム」実施(貯留のみ)の初期水深：5cm 

「スマート田んぼダム」実施(貯留のみ)の貯留可能高：10cm（15cm-5cm） 

 

排水路や下流河川の水位上昇抑制、浸水量、浸水面積の低減効果についても「田んぼ

ダム」と同等に効果が発揮されます。 

（令和３年度実証事業） 
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７．２ 普及啓発の事例 

各地の「田んぼダム」の普及啓発活動の事例を紹介します。 

(１) 「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」を核とした普及拡大（宮城県） 

宮城県は、「田んぼダム」の取組の効果検証や、普及に向けた多様な課題の解決に取

り組むことを目的として、令和３年に県内市町村、土地改良区、農業者で構成される「宮

城県田んぼダム実証コンソーシアム」を設立しました。 

「田んぼダム」の効果を可視化するため、令和３年度から大崎市内の農地整備実施地

区において効果検証を実施し、流出量のピークカット率を試算しました。 

普及拡大に向けては、「田んぼダム」の関係者どおしで情報共有をするシンポジウム

の開催を開催しました。また、取組の課題となっていたゴミ詰まり解消や操作性向上の

ために、県内企業とロート型堰板（流出量調整器具）の開発などの活動を行いました。 

その結果、取組面積は令和３年度末の 368.3haから令和５年末時点で 1,980.7haまで

増加しました。加えて、コンソーシアムの加入組織数は設立時は５市町、12土地改良区

でしたが、27市町村、38土地改良区まで増加しました。 

 
    写真 ７-３ 「宮城県田んぼダム実証コンソーシアム」設立総会 

 

 
    写真 ７-４ シンポジウムの開催状況 
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(２) 田んぼダム通信（秋田県） 

秋田県は、「田んぼダム」の効果や、取組状況、および農家の声などを幅広く発信す

ることを目的として、「田んぼダム通信」を発刊しています。このような取組は、関係

者や地域住民に「田んぼダム」の理解促進に寄与しています。 

 
図 ７-４ 田んぼダム通信の抜粋(1/2)  
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図 ７-５ 田んぼダム通信の抜粋(2/2) 

 

なお、参考資料に道県独自に作成された「田んぼダム」のマニュアルのリンクを記載

しています。普及啓発活動などの参考にしてください。 
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７．３ 地域で取り組む「田んぼダム」 

豪雨はいつ発生するか分からないため、「田んぼダム」の効果を安定的・継続的に発揮

させていく必要があります。そのためには，上流域と下流域が一体となり取組を普及・継

続していく必要があります。しかし、上流域の農家は、地勢的に洪水被害が少なく、「田

んぼダム」の効果を直接的に享受する機会が限られるため、自発的に取り組むことはあま

りありません。この課題に対して、岡山県倉敷市や新潟県見附市では行政が主体となって

支援を行い、普及啓発に取り組んでいます。 

(１) 「田んぼダム」実施を通じた地域連携（岡山県倉敷市） 

岡山県倉敷市は、市の単独事業で「田んぼダム」に必要な畦畔および排水枡を整備し、

「田んぼダム」用の流出量調整器具を農家に配布しています。また、のぼり旗の設置や

地元住民を対象とした説明会等により普及啓発を行っています。 

加えて、畦畔の維持管理や地域内での話し合いを定期的に実施しています。これによ

り、地域の防災意識の向上と更なる協力農家の拡大など、地域での連携を強化していま

す。このように、「田んぼダム」が地域の治水に寄与することを下流の都市市民が理解

することにより、農家と都市市民をつなぐ取組となっています。 

  

図 ７-６ 流出量調整器具の設置（左） のぼり旗の設置状況(右) 

(２) 取組の拡大と維持に効果的な「仕掛け」と「仕組み」（新潟県見附市） 

① 「仕掛け」 ： 農家が意識しないほど負担感がない器具への転換 

見附市では取組開始当初、図 ７-７のような側面の孔で流出量を調整するタイプ

（機能一体型）を導入しました。 
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図 ７-７ 取組開始時の流出量調整器具（機能一体型） 

 

しかし、規模の小さな降雨でも雨水を貯留してしまい、田面の排水が滞ることから、

農家が田面位まで調整管を下げる操作（図 ７-７中央の図）を行い、結果として「田ん

ぼダム」の効果が発現しなくなるということが起こっていました。 

そこで、新潟大学の研究チームの協力で図 ７-８のような新たな流出量調整器具（機

能分離型）の開発を行いました。新たな器具は、小規模な降雨時は、雨水を貯留せず通

常と同様に排水され、大規模な降雨時のみ雨水を貯留し、安定した排出量の抑制が可能

となっています。この器具に変更してからは、農業者は「田んぼダム」に取り組んでい

る（調整管をつけている）ことすら意識していないとのことです。 

  

図 ７-８ 改良後の流出量調整器具（機能分離型） 

② 「仕組み」 ： 農家へのインセンティブの付与 

見附市では全 66集落が「見附市広域協定｣に加盟し、協定面積約 2,500 ha の一組織

として事業を展開しています。 

その中で、「水田の畦畔」を雨水貯留機能をはじめとした水田の多面的機能の発揮に

必要不可欠な集落共同の施設と位置付け、畦畔の草刈り日当の支払い（100 円/a）、畦

塗り委託（50 円/m）、排水枡周辺及び法面の補修、暗渠排水施設の機能回復、「田んぼ

ダム」に係る緊急時の点検作業や調整管の破損部品の取替えなどの費用を交付金から拠

出しています。 

効果あり 効果なし 
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(３) 農家の取組継続動機と都市市民の協力意向 

令和５年度に農家が期待する支援内容と、都市市民の協力意向を明らかにするために

アンケート調査を行いました。 

農家が都市市民に期待する支援内容の上位３つは「草刈りや泥上げなどの作業支援」、

「田んぼダム農家の米の定期購入」、「見回りボランティアへの参加」でした。一方、都

市市民が協力意向を示した支援内容の上位３つは「田んぼダム農家の米の定期購入」、

「軽トラ市などでの生産物購入」、「草刈りや泥上げなどの作業支援」でした。 

この結果から、農家の期待する支援内容と都市市民の協力意向には順位に違いが見ら

れるものの、「労働提供」や「経済的支援」の一部が一致しており、マッチングできる

可能性が示されました。 

 

図 ７-９ 農家が都市市民に期待する支援 

 

図 ７-１０ 都市市民の農家への協力意向 
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(４) 都市市民の協力意向 

都市市民の中には、農業者への協力意向を持つ人が多いこともアンケート調査からわ

かりました。 

都市市民による今後の取組の考えについての回答結果を図 ７-１１に示します。 

「他市と連携して取組面積を増やした方が良い」と「市内の田んぼで取組面積を増や

した方が良い」といった面積を増やす方向性がいいと考える割合が約 80%でした。この

結果から、都市市民も「田んぼダム」の必要性を感じていることが示されました。 

 

 

図 ７-１１ 都市市民の今後の取組に対する考え 

また、都市市民が農家から協力依頼を受けた際の協力意向についての回答結果を図 

７-１２に示します。 

「積極的に協力する」、「状況や条件次第で協力する」と協力意向を示した回答割合は

約 55%でした。一方で、「いまのところわからない」と回答した割合は約 40%、「事情が

あり協力できない」と「協力しない」と回答した割合は約 5%でした。 

まだ協力に対して明確な判断を下していない回答者が約 40%であり、この 40％の人々

に協力してもらうことが今後の取組継続に不可欠と考えられます。そのため、「田んぼ

ダム」の効果を広く啓発していくことが重要です。 

 

 

図 ７-１２ 都市市民が農家から協力依頼を受けた際の考え 
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７．４ アンケート調査結果 

「田んぼダム」を地域全体の継続的な取組として、普及・拡大していくために必要な条

件や支援等を明らかにすることを目的として、令和５年度に自記式アンケート調査を実施

しました。この調査結果はこれまでの説明にも登場したものです。 

以降では調査の概要を示します。 

(１) アンケート概要 

調査対象地区として、「田んぼダム」に先行的に取り組んできた北海道岩見沢市、栃

木県栃木市、栃木県小山市、新潟県見附市を選定しました。回答者は農業者、および農

業者が営農しているエリアの下流に住む都市市民とし、４地区の土地改良区や市役所に

依頼し、１地区各 150名を基本として抽出しました。その結果、農業者 600名、都市市

民 617 名の合計 1217 名が調査対象となりました。また、調査票の配布は留置式、回収

は郵送を基本としました。 

 

農業者に対する設問は、年代、被災履歴、継続年数、不安要素、取組を行っていない

理由、協力の意向などとしました。また、都市市民に対する設問は、年代、被災履歴、

「田んぼダム」の認知、協力の意向などとしました。 

 

回収したアンケートは単純集計を行った後、設問ごとの関連性や回答者の特徴を明ら

かにするためクロス集計を行いました。クロス集計は仮説に沿って行いました。例えば

「高齢の場合協力が難しく、協力の意向が弱い」という仮説の場合、年代と協力意向の

設問に対する回答を掛け合わせて異なる年代間で協力意向に差があるかを確認しまし

た。 
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(２) アンケート集計結果 

農業者の集計結果概要を表 ７-１に示します。また、都市市民の集計結果概要を表 

７-２に示します。 

表 ７-１ 農業者の集計結果概要 

分類 結果 

年代 60歳代以上の回答者が約 70% 

浸水被害経験 自分自身や身近な人が浸水被害を受けた回答者は 30～45% 

危機意識の水準 危機意識の水準が高い回答者は約 60% 

認知度 言葉・仕組みを認知している回答者は 65%～90% 

取組実施 取組を実施している回答者は約 60% 

耕作面積 5町未満の回答者が約 70% 

A「田んぼダム」実
施前の考え 

洪水抑制効果があるのか気にしていた回答者が約 50％で最大 
費用面や排水枡の維持管理方法を気にしていた回答者は約 40% 

B「田んぼダム」実
施後の変化や現状 

米の収量や品質、水管理への影響はなかったと回答した割合が高い 
一方、ワラ詰まりがあったとの回答もあった 

C「田んぼダム」継
続のための条件 

畔塗作業に関する回答者が約 45%と相対的に多い 

D 下流住民に期待
すること 

回答割合が大きい順に①水路の維持管理の手伝い約 30%②米の定期
購入約 15%③水田の見回りボランティア約 15% 

E「田んぼダム」普
及のために行政が
担う役割ヘの考え 

費用面は国も県も市も負担すべきと回答した回答者の割合が約 60
～65％、現場調整は国も県も市も負担すべき、市が負担すべきと回
答した回答者の割合が同程度で 40～45％ 

F「田んぼダム」未
実施の理由 

回答割合が大きい順に①行政からの支援内容②周囲が未実施③自
分の費用負担でこれらの回答割合は 10～15%程度 

 

表 ７-２ 都市市民の集計結果概要 

分類 結果 

Ａ年代 60歳代以上の回答者が約 80% 

Ａ浸水被害経験 
自分が浸水被害を受けた回答者は約 20%、身近な人が浸水被害を受
けた回答者は約 50% 

Ａ危機意識の水準 危機意識の水準が高い回答者は約 60% 

B認知度 取組の推進・言葉・仕組みを認知している回答者は 50%～70% 

B「田んぼダム」へ
の考え 

取組面積を増やした方が良いという回答者は約 80% 

B「田んぼダム」実
施地域との接点 

実施地域への来訪経験がある回答者は約 45%、土地勘がある回答者
は約 40%。親族、友人や知人が居住経験がある回答者は 20～40％ 

C「田んぼダム」取
組農家への考え 

農家に協力する回答者は約 55%、わからない回答者は約 45% 
協力してもよいメニューは順に①米の定期購入約 25%、②軽トラ市
での購入約 20%、③水路の維持管理・お祭りへの参加約 10% 

D「田んぼダム」に
対するイメージ 

作業量が増えると思う回答者は約 55％でネガティブな回答で最も
割合が大きく、全体的に変化はないと思う回答割合が大きい 

E行政の治水・雨水
対策の認知 

雨水貯留補助、貯留施設整備、水害ハザードエリアの開発抑制を知
っている回答者は 20～35%で、その他の対策を知っている回答者は
50～80% 

F今後の「田んぼダ
ム」についての考
え 

浸水面積が減るならば積極的に取り組むべきだと考える回答者は
約 80% 

G属性 
夫婦のみの回答者が家族構成で最大の割合で約 45％ 
世帯主の回答者は約 85% 
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① 回収率 

アンケートの回収率は４地区合計で農業者が 75.1%(451部)、都市市民が 60.6%(374

部)となりました。 

② 集計結果と農林業センサスの比較 

調査の母数が十分であるか確認するために、回答者の年代の集計結果と 2020 年農

林業センサスの年齢階層別農業従事者数を比較しました。 

年代の集計結果は、2020年農林業センサスと比べて、岩見沢市で 70歳代以上と回

答した人の割合が小さいものの、全体的に概ね同様の傾向を示していることから、母

数は十分であると考えます。 

【年代】 

 

 

 

【2020年農林業センサス：年齢階層別農業従事者数】 

  

図 ７-１３ 年代と農林業センサスの年齢階層別農業従事者数 

③ 農業者の集計結果 
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ぼダム」実施の有無についてクロス集計を行った結果、図 ７-１４に示すとおり高齢

の方が「田んぼダム」の取組割合が高くなりました。 

 
 

図 ７-１４ 「年代」と「「田んぼダム」実施の有無」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

 

浸水被害経験がある人は協力意向が強いという仮説のもと、浸水被害経験と「田ん

ぼダム」実施の有無についてクロス集計を行った結果、図 ７-１５に示すとおり相関

関係はありませんでした。 

 

図 ７-１５ 「浸水被害経験」と「「田んぼダム」実施の有無」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

・継続するための条件 

「田んぼダム」を実施し始めてからの経過年数で継続の動機付けの要因が変わると

いう仮説からクロス集計を行った結果、図 ７-１６に示すとおり相関関係はありませ

んでした。 

取組開始後４年～６年経過したグループでは「自分が取り組んだ田んぼダムの効果

を知る機会」と回答した割合は２番目に大きく、取組開始後７年～９年経過したグル

ープでは「自分の代わりに畔塗作業をしてくれる仕組み」と並んで「自分が取り組ん

だ田んぼダムの効果を知る機会」と回答した割合が最も大きい結果となりました。 

このことから、田んぼダムを推進していく上で、取り組む農業者に対し、取組によ

って得られた田んぼダムの効果を適切に周知することが、継続的な取組のモチベーシ

ョンを保つために重要であると言えます。 
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図 ７-１６ 「「田んぼダム」実施からの経過年数」と「「田んぼダム」を継続して実施するための

動機付けとして影響力の大きいもの」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

年齢構成で継続の動機付けの要因が変わるという仮説からクロス集計を行った結果、 

図 ７-１７に示すとおり相関関係はありませんでした。 

一方で、年代が高いほど農業体験への参加を期待している傾向がありました。 

 
 

 

 

 

図 ７-１７ 「年代」と「下流住民に期待すること」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした  
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・「田んぼダム」を実施していない理由 

作物への影響を懸念している人は協力意向が弱いという仮説からクロス集計を行

った結果、図 ７-１８、図 ７-１９に示すとおり作物への影響を懸念して「田んぼダ

ム」を実施していない人は、今後の実施意向も弱いことが明らかとなりました。 

一方で、第４章 「田んぼダム」の営農への影響で示したとおり、「田んぼダム」

による営農への明らかな影響がないことが示されているため、作物への影響の懸念を

解消することで、今後の設置意向を強めることができると考えます。 

 

 

 

 

図 ７-１８ 「「田んぼダム」未実施理由が稲の湛水による収量や品質低下の懸念」と「今後の

「田んぼダム」実施意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

 

 

 

図 ７-１９ 「「田んぼダム」未実施理由が隣の圃場に湿害への懸念」と 

「今後の「田んぼダム」実施意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 
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④ 都市市民の集計結果 

・「田んぼダム」の認知 

「田んぼダム」を認知している人の属性を明らかにするために、「田んぼダム」の

言葉の認知と、財産物の浸水被害経験をクロス集計した結果、図 ７-２０に示すとお

り２つの変数間に関連があることが示されました。特に「田んぼダム」を聞いたこと

がある回答者は、聞いたことがない回答者よりも被害を受けた回答者の割合が相対的

に高いことから、被害経験のある回答者は「田んぼダム」の認知度が高いと考えられ

ます。このため、浸水被害履歴のないエリアでは重点的に広報を行うことが重要です。 

 

 

 
図 ７-２０ 「「田んぼダム」を聞いた経験」と「自分自身の財産物の浸水被害経験」の

クロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 

「田んぼダム」を認知している人は、協力の意向が強いという仮説のもとクロス

集計を行いました。その結果、図 ７-２１、図 ７-２０に示すとおり２つの変数間

に関連があることが示されました。「田んぼダム」を聞いたことがある回答者は、聞

いたことがない回答者よりも協力意向が強いことがわかりました。 

 

 

図 ７-２１ 「「田んぼダム」を聞いた経験」と「農家への協力意向」のクロス集計結果 

※有意水準は 0.05とした 
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また、「田んぼダム」を見聞きしたきっかけは図 ７-２２に示すとおり、回答割合

の大きい順番に広報誌、新聞、知人という結果であり、紙面が半数程度を占めたこと

から、SNS等による周知も大事ですが、紙面による周知も有効と考えられます。 

 
図 ７-２２ 「「田んぼダム」を聴いたり知ったきっかけ」の集計結果 

加えて、浸水被害経験によって危機意識の水準が高まるという推測と、危機意識が

強いと協力の意向が強いという仮説のもとクロス集計を行いました。その結果、図 

７-２３に示す通り、浸水被害経験のある人の方が被害経験のない人より危機意識が

高いことが分かりました。また、図 ７-２４に示す通り、危機意識が高い人の方が危

機意識が低い人より「田んぼダム」に取り組む農家への協力意向が強いことがわかり

ました。 

 
 

 

図 ７-２３ 「浸水被害経験」と「危機意識の水準」のクロス集計結果 

 

 

 

図 ７-２４ 「危機意識の水準」と「農家への協力意向」のクロス集計結果 

 

その他の結果については、参考資料７に示す単純集計結果をご覧ください。 
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問い合わせ先 

 

〇 農林水産省における流域治水の取組（農地・農業水利施設の活用）について 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農村設計課 

011-231-4111（内線 27-864） 

北海道 

東北農政局農村振興部設計課 

022-263-1111（内線 4495） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部設計課 

048-600-0600（内線 3563） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部設計課 

 076-263-2161（内線 3464） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部設計課 

 052-201-7271（内線 2603） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部設計課 

075-451-9161（内線 2527） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部設計課 

086-224-4511（内線 2688） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部設計課 

096-211-9111（内線 4721） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031(内線 83351) 

沖縄県 

    農林水産省 農村振興局 水資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５５１６） 
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〇 流域治水全般について 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道開発局 建設部 河川計画課 

011-709-2311 

北海道 

東北地方整備局 河川部 河川計画課 

022-225-2171 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県（阿賀野川水系以外） 

関東方整備局 河川部 河川計画課 

048-600-1335 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、山梨県 

静岡県（富士川水系） 

北陸方整備局 河川部 河川計画課 

025-280-8958 

福島県（阿賀野川水系）、新潟県 

富山県、石川県、長野県（信濃川水系） 

中部方整備局 河川部 河川計画課 

052-953-8148 

長野県（天竜川、木曽川水系）、岐阜

県、静岡県（富士川水系以外）、愛知県 

三重県 

近畿方整備局 河川部 河川計画課 

06-6942-1141 

福井県、滋賀県、京都府、大阪府 

兵庫県、奈良県、和歌山県 

中国方整備局 河川部 河川計画課 

082-221-9231 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県 

四国方整備局 河川部 河川計画課 

087-811-8317 

徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

九州方整備局 河川部 河川計画課 

092-476-3523 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局 開発建設部 河川課 

098- 866-1911 

沖縄県 

国土交通省 水管理・国土保全局 治水課  

０３－５２５３－８４４５ （内線 ３５５８２、３５６８５） 

※ 各問合せ先の「調査・計画担当」にお尋ねください。 

※ 地方整備局の基本とする管轄の例外となる水系（かっこ書きしたもの）については、 

主なものを記載しています。 

※ 国管理以外の河川については、各都道府県の土木事務所等に直接お問い合わせ下さい。 

連絡先等がご不明な場合には上記の地方整備局等にお問い合わせ下さい。 
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〇 「田んぼダム」の支援について（農地整備事業） 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農地整備課 

011-231-4111 （内線 27-554） 

北海道 

東北農政局農村振興部農地整備課 

 022-263-1111 （内線 4459） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部農地整備課 

 048-600-0600 （内線 3531） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部農地整備課 

076-263-2161（内線 3561） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部農地整備課 

052-223-4638（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部農地整備課 

075-451-9161（内線 2561） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部農地整備課 

086-224-4511（内線 2661） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部農地整備課 

096-211-9111（内線 4781） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031（内線 83340） 

沖縄県 

     農林水産省 農村振興局 農地資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５６１３） 
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〇 「田んぼダム」の支援について（多面的機能支払交付金） 

問い合わせ先 対象都道府県 

北海道農政部農村振興局農村設計課 

日本型直接支払グループ 

011-231-4111（内線 27-876） 

北海道 

東北農政局農村振興部農地整備課 

 022-263-1111 （内線 4491/4349） 

青森県、岩手県、宮城県、秋田県 

山形県、福島県 

関東農政局農村振興部農地整備課 

 048-600-0600 （内線 3565） 

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、 

山梨県、長野県、静岡県 

北陸農政局農村振興部農地整備課 

076-263-2161（内線 3568） 

新潟県、富山県、石川県、福井県 

東海農政局農村振興部農地整備課 

052-223-4638（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） 

岐阜県、愛知県、三重県 

近畿農政局農村振興部農地整備課 

075-451-9161（内線 2567） 

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県 

奈良県、和歌山県 

中国四国農政局農村振興部農地整備課 

086-224-4511（内線 2671） 

鳥取県、島根県、岡山県、広島県 

山口県、徳島県、香川県、愛媛県 

高知県 

九州農政局農村振興部農地整備課 

096-211-9111（内線 4779） 

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県 

大分県、宮崎県、鹿児島県 

沖縄総合事務局農林水産部農村振興課 

098-866-0031（内線 83334） 

沖縄県 

     農林水産省 農村振興局 農地資源課  ０３－３５０２－８１１１（内線 ５６１８） 
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